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●1 はじめに

（１）研究の背景と目的

2022年4月の時点で、カーボンニュートラルを達成し

ている国は198カ国のうちわずか9カ国、全体の4.5％に

過ぎない1）。そうしたなかで、2050年カーボンニュート

ラルは世界共通の目標であり、世界中の国々が取り組ん

でいる。カーボンニュートラルの取り組みを先導している

欧州の状況をみると、2022年5月上旬、欧州委員会は

2030年までにヨーロッパの100の都市でカーボンニュー

トラル化する目標を発表した。2022年初めまでにEUの

377都市が参加を申請し、その中からEU加盟全27カ国

100都市が選定された。

一方、日本では「都市の低炭素化の促進に関する法

律」が2012年6月に公布されて約11年が経つが、大幅な

CO2削減を達成している都市は少ない。日本は2020年

10月に2050年カーボンニュートラルを目指すことを宣言

し、そのための道筋を2021年6月に公表している。2024

年6月時点で1112の自治体が2050年までに二酸化炭素

排出実質ゼロを表明し、2024年3月時点で脱炭素先行

地域73件が選定されるなど、全国的にカーボンニュート

ラルの取り組みが進みつつあるが、IBS2）によると、カー

ボンニュートラルに向けた都市政策の中で、それぞれの取

り組みがどのように位置付けられ、どの程度の削減効果

が期待されているのかについては明確になっていないと

いう。

都市計画・建築計画の分野で脱炭素のための試みとし

て都市集約化、住宅形式、エコ住宅化、エコカーの4つの

試みが考えられるが、それらの中でどれが有効なのかに

ついては、文献によって回答が異なる。米国環境保護庁3）

は上記の4つの変数を用いて年間のエネルギー使用料を

シミュレーションした結果、居住地の種類を従来型の郊

外開発から公共交通指向型開発に移すことが最もエネル

ギー使用料を削減する結果になるという。公共交通指向

型の住宅地に暮らすことで車の移動が短縮されることが

その要因になっている。一方で、国立環境研究所4）による

と、「コンパクトな街に住む」より「自宅をライフサイクル

カーボンマイナス住宅に」・「自宅をゼロエネルギー住宅

に」・「自宅を準ゼロエネルギー住宅に」などの方が脱炭

素の効果が高いというシミュレーション結果になってお

り、米国環境保護庁のレポートとは正反対の結果である。

日本の建築業界では、カーボンニュートラルに向けて、

ZEHやZEBなどのエコ住宅の推進に力を入れていること

にも繋がる結果になっているわけだが、どちらが正しいの

かを明らかにすることは、重要な研究課題である。

以上のような背景・問題意識から、本研究では、国内

外のカーボンニュートラル先進都市を対象として、1）カー

ボンニュートラルに寄与する都市政策の動向を明らかに

すること、2）様々な先行研究のエビデンスを基にして、エ

コカー・エコ住宅・住宅形式の3つの要素に注目して、集

約型と郊外型の2つの居住地を比較することで、どちらが

カーボンニュートラルに寄与するのかを明らかにするこ

と、を目的とする。

（2）研究対象都市

1）の目的に対しては国内外のカーボンニュートラル先

進都市を抽出した。具体的には、①「カーボンニュートラ

ルを目指す都市の集まりであるCarbon Neutral Cities 

Alliance（以下、CNCA）に加盟している都市」、又は

「欧州委員会が気候中立都市を目指す都市として選定し

た都市ミッションに選定されており、且つカーボンニュー

トラルを目指す国々の集まりであるカーボンニュートラル

連合に国が参加している都市」であること、②カーボン

ニュートラルに寄与する都市政策に関する計画文書が自

治体のHPに掲載されており、計画文書に3つの分野（建

築・交通・エネルギー）が全て含まれていること、という2

つの条件から、計16カ国50都市を研究対象とする（図－

1）。2）の目的に対しては都市的側面と郊外的側面を併

せ持つ千葉県千葉市の「美浜区」と「若葉区」を研究対

象とする（図－2）。
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●2 カーボンニュートラルマトリックス表

（1）分野・空間スケールごとの分類

まず、事務事業レベルで抽出した文書を、1）国名、2）

都市名、3）文書名、4）公表日、5）言語、6）政策・施策レ

ベルの名称、7）事務事業レベルの名称、8）3つの分野で

該当する項目、9）3つの空間スケールで該当する項目、の

9つに整理した表を作成した。次に事務事業レベルの項

目を、3つの分野と3つの空間スケールで作成されたカー

ボンニュートラルマトリックス表の該当部分に整理した上

でKJ法により分類した。その結果が表－1である。なお、

2つの分野に跨がる事務事業については、それぞれの分

野に0.5を加える形で計算した。

最初に、交通分野について空間スケール毎に見ていく。

建築スケール×交通分野では、「ゼロエミッション車の利

用促進」（22）、「カーシェアリングの拡大」（13）、「公

共交通機関のゼロエミッション化」（12）の順に多く見ら

れた。街区スケール×交通分野では、「ゼロエミッション

表－1　3つの分野と3つの空間スケールによるカーボンニュートラルマトリックス表

図－1　研究対象都市の位置図

図－2　対象地区の位置
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ゾーンの設定」（13）、「モビリティハブの設置」（7）の順

に多く見られた。例えば、ドイツ・ハンブルクではカーシェ

アリング・電動キックボードなどの貸し出し拠点を集約化

したモビリティハブが80箇所近く点在し、Maasアプリ

のhvv switchを用いて24時間利用可能である（写真－

1）。都市スケール×交通分野では、「自転車道・歩道の整

備・拡大」（33）、「電気充電インフラネットワークの整

備・拡大」（32）、「公共交通ネットワークの整備・拡大」

（17）の順に多く見られた。

次に、建築分野について空間スケール毎に見ていく。建

築スケール×建築分野では、「建物の省エネ性能の向上」

（17.5、エネルギー分野に跨がる）、「低炭素・再生可能

な建築材料の利用促進」（6）、「木造建築の推進」（3）

の順に多く見られた。街区スケール×建築分野では、「環

境要件を定めた地区開発」（3）が挙げられた。例えば、

オランダ・アムステルダムの官民一体型サーキュラーエコ

ノミー実験区の「De Ceuvel」では、荒廃した元造船所

の再開発で汚染された土地の毒素を抜く植物を植えて土

壌を回復しており、敷地内のオフィスの電力はソーラー発

電によりまかなわれていたり、バイオフィルターのついた

トイレがあったりと循環型社会の実験をしている（写真－

2）。都市スケール×建築分野では、「コンパクトシティの

構築」（2.5、交通分野と跨がる）が挙げられた。

最後に、エネルギー分野について空間スケール毎に見

ていく。建築スケール×エネルギー分野では、「再生可能

エネルギーの利用の拡大」（43）、「ヒートポンプの利用

促進」（3.5、建築分野と跨がる）の順に多く見られた。街

区スケール×エネルギー分野では、「再生可能エネルギー

を利用した地域暖房ネットワークの整備・拡大」（22）、

「スマートグリッド・マイクログリッドの導入」（8）の順

に多く見られた。都市スケール×エネルギー分野では、

「シュタット・ベルケの導入」（3）が多く見られた。

分野別に累計都市数を見ると、交通分野：220.5、エ

ネルギー分野：112.5、建築分野：43と交通分野で多く見

られることが分かる。一方、空間スケール別では、建築ス

ケール：184、街区スケール：74、都市スケール：118と建

築スケールで多く見られる。

（2）政策・施策レベルによる分類

建築・交通・エネルギー分野ともに、事務事業レベル

の具体的な施策は異なっているものの、政策・施策レベ

ルでみると3～5つに収斂することが分かる。交通分野で

は、「交通手段のゼロエミッション化」（79）、「自転車や

徒歩での移動の促進」（69）、「自家用車の利用の抑制」

（27）、「公共交通機関の利用の促進」（19）、「交通手

段のスムーズな接続」（20）、「都市機能の集約」（2.5）

という6つの目的に収斂される。建築分野では、「建物内

で消費するエネルギーの低減」（17.5）、「建築材料に関

する炭素消費量の削減」（11）、「エネルギー消費システ

ムのアップグレード」（6）、「都市機能の集約」（3.5）、

「環境に配慮した地区開発」（3）、「公共交通機関の利

用の促進」（2）という6つの目的に収斂される。エネル

ギー分野では、「再生可能エネルギーによるエネルギー

の生産」（44）、「建物内で消費するエネルギーの低減」

（17.5）、「エネルギー消費システムのアップグレード」

（12）、「エネルギーの集約生産・消費」（9）、「総合的

なインフラ関連サービスの提供」（5）、「炭素を発生し

ない発電方法の促進」（3）という6つの目的に収斂され

る。

●3 ３つの要素がカーボンニュートラルに 
寄与する効果

（1）居住地によるCO₂ 排出量の比較

宮内ら5）は、地方都市で特に依存度が高い自家用車に

よる通勤距離を指標としている。なお、オートバイについ

ては、利用割合が1～2％ほどと少なく、主要な交通媒体

ではないため、除外している。これらを踏まえて、本研究

写真－1　モビリティハブ（ハンブルク、筆者撮影） 写真－2　De�Ceuvel（アムステルダム、筆者撮影）



 44 IBS Annual Report 研究活動報告 2024

Ⅲ．フェローシップ最終報告

では自家用車による移動距離を算出する際、国勢調査で

示されている通勤・通学における自家用車利用者数に着

目した。具体的には、国勢調査のデータから常住地（美

浜区・若葉区）に住む通勤・通学者の人数と通勤・通学地

を調べ、通勤・通学地の市町村別に常住地の中心から通

勤・通学地の市町村の中心までの距離をGoogle Mapの

移動距離測定を用いて、以下の示す計算式（Ⅰ）により自

家用車による1日あたりの総通勤・通学距離c（i）を算出し

た。

c(i)：総通勤・通学距離
D（i,n）：各対象エリアから各通勤・通学地までの道路距離
P(i)：D（i,n）の通勤・通学者数
i,n：１～ｎ（n:美浜区 204、若葉区 211）

分析の結果、自家用車を使用した1日あたりの総通勤・

距離（c（i））は、美浜区では367,989km、若葉区では

707,012kmとなり、若葉区の方が約2倍多いことが分

かった。

CO2排出量の計算については、宮内ら5）が用いた計算

を参考とし、国土交通省「時間価値原単位および走行距

離経費原単位の算出方法」におけるガソリン乗用車の燃

料消費量推計式（Ⅱ）により燃料消費量yを算出した。な

お、走行速度は「全国道路・街路交通情勢調査」における

千葉市の値12.9（㎞/h）を用いた。

x：走行速度（km/h）　　y：燃料消費量（cc/km））

計算式（II）より、燃料消費量118.05（cc/km）が算出

された。さらに、環境省「温室効果ガス総排出量算定ガ

イドライン」における、ガソリンのCO2排出原単位である

2.32（kg-CO2/ℓ）を乗じることで、ガソリン車利用時の

単位総距離当たりのCO2排出量0.273（kg-CO2/km）が

算出された。ハイブリッド車のCO2排出量は広島市の資

料6）より0.071（kg-CO2/km）、電気自動車のCO2排出

量は環境省・経済産業省の資料の数値を基に0.056（kg-

CO2/km）とする。ハイブリッド車と電気自動車の平均値

である0.063（kg-CO2/km）をエコカー利用時のCO2排

出量とした。

計算式（Ⅰ）（Ⅱ）から得られた数値を用いて、計算式

（Ⅲ）により、一世帯当たりの自家用車による年間CO2

排出量a（i）を算出した。なお、我が国のエコカーの普

及率が2023年で約19%あることから、ガソリン車が約

81％、エコカーが約19％という条件とした。

宮内ら5）は、勤務日として年間260日を換算している

が、休日は平日の1.4倍の距離を走行すると仮定して計算

した。なお、世帯数に関しては、国勢調査によるデータを

もとに算出した。上記の計算の結果、一世帯当たりの自

家用車の通勤・通学から発生する年間CO2排出量をみる

と、若葉区では約1,079［kg-CO2/世帯・年］、美浜区で

は約532［kg-CO2/世帯・年］であり（図－3）、美浜区よ

りも若葉区のほうが一世帯当たりのCO2排出量が約2倍

多いという結果が得られた。

（2）エコカーによるCO₂ 排出量の比較

計算式（Ⅲ）を用いて、全ての自家用車がエコカーに変

わった場合の美浜区・若葉区の一世帯当たりの年間CO2

排出量を算出する。計算の結果、エコカー利用時の年間

CO2排出量は美浜区では144（kg-CO2/世帯・年）、若葉

区では291（kg-CO2/世帯・年）であり（図－3）、いずれ

も現状に比べると約73％削減されることが分かった。

（3）住宅形式によるCO₂ 排出量の比較

国勢調査では、住宅形式は一戸建・共同住宅・長屋建

の三種類とされている。しかし、美浜区・若葉区では、長

屋建の割合は約1％と極めて低いことや、集約型市街地で

は集合住宅が主に建てられることを考慮し、本研究では

一戸建て住宅と集合住宅に限定して、計算を行った。

一戸建て住宅と集合住宅のエネルギー消費量について

は、鳴海ら7）に示されている一戸建て住宅・集合住宅の

標準世帯・標準条件のエネルギー消費量［kWh/year］

の値を参考にした。CO2排出量に換算する際には、各住

宅タイプのエネルギー消費量を、環境省・経済産業省公

表の「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガ

ス排出量算定用）」から、全国平均の調節後排出係数で
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ある0.434［kg-CO2/kWh］を乗じることで住宅形式別

のCO2排出量を算出した。一戸建て住宅の場合、1世帯当

たりの年間エネルギー消費量である6,500（kwh/年・世

帯）に調節後の排出係数0.434［kg-CO2/kWh］を乗じ

た結果、2,821（kg-CO2/世帯・年）が求められた。一方、

集合住宅の場合、1世帯当たりの年間エネルギー消費量で

ある5100（kwh/年・世帯）に調節後の排出係数0.434

［kg-CO2/kWh］を乗じた結果、2,213.4（kg-CO2/世

帯・年）が求められた。

以上の結果から、集合住宅の方が一戸建て住宅より

CO2排出量が22％少ないことが分かった（図－4）。

（4）エコ住宅によるCO₂ 排出量の比較

住宅をエコ住宅に変更した場合のCO2排出量の削減

率を計算するにあたり、鳴海ら7）によるネットゼロエネル

ギー達成率の値を用いた。

戸建て住宅の場合、前項で得た2,821［kg-CO2/世

帯・年］にネットゼロエネルギー達成率70%を乗じた結

果、一世帯当たりの年間CO2排出量は846.3［kg-CO2/

世帯・年］となった。集合住宅では、前章で得た2,213.4

［kg-CO2/世帯・年］にネットゼロエネルギー達成率

45%を乗じた結果、一世帯当たりの年間CO2排出量は

1,217［kg-CO2/世帯・年］となった（図－4）。

以上の分析の結果、住宅をエコ住宅に変更した場合、

集合住宅よりも戸建て住宅の方が一世帯当たりの年間

CO2排出量が35％少なくなることが分かった。エコ住宅

前では集合住宅の方がCO2排出量が少なかったが、エコ

住宅後では逆転現象がおきたことになる。その要因とし

て、一戸建て住宅の方が集合住宅に比べて、戸当たりの太

陽光発電による再生可能エネルギーが多く得られること

が考えられる。

（5）集約型市街地と郊外型市街地の比較

以上の結果を踏まえて、集約型市街地と郊外型市街

地で比較を行う。美浜区と若葉区の現状の一戸建て住

宅と集合住宅の割合を基にして1世帯あたりの年間CO2

消費量を算出した結果、現状では美浜区で2,806［kg-

CO2/世帯・年］、若葉区（郊外型市街地）で3,645［kg-

CO2/世帯・年］となり、美浜区の方が約839kg-CO2/世

帯・年］少ないのに対して、エコ住宅・エコカーに変えた

場合には美浜区で1,324［kg-CO2/世帯・年］、若葉区

で1,293［kg-CO2/世帯・年］となり、若葉区の方が約31

［kg-CO2/世帯・年］少なくなるという逆転現象が起きた

（図－5）。この結果、千葉市の場合、エコ住宅・エコカー

に変えた場合、郊外型市街地の方がカーボンニュートラ

ルに寄与すると考えられる。しかしながら、本研究で郊外

型市街地として位置づけた若葉区は全国的にみると車の

保有台数が多いとは言えない。車の年間走行距離が美浜

区・若葉区の1.5倍と仮定した場合、若葉区で1,439［kg-

CO2/世帯・年］、美浜区で1,396［kg-CO2/世帯・年］と

なり、美浜区の方が43［kg-CO2/世帯・年］少なくなる。

すなわち、本研究の事例地区より1.5倍の自家用車走行

距離を有している場合、集約型市街地の方が郊外型市街

地よりカーボンニュートラルに寄与しているといえる。

●４ おわりに

本研究で明らかになったのは以下の4点である。

第1に、作成したカーボンニュートラルマトリックス表

によりカーボンニュートラル先進都市の取り組みの全体

像を俯瞰できることである。北欧で地域暖房が多く見ら

れるなど、地域的な差はあるものの、我が国でカーボン

ニュートラルに寄与する都市政策を検討する際に参考に

なる資料だと言える。

第2に、建築・交通・エネルギーの各分野を政策・施策

図－3　自家用車による１世帯あたりの年間CO₂ 排出量�
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レベルで分類すると6個程度に収斂できることである。

多く見られた項目をみると、建築分野では、「建物内で消

費するエネルギーの低減」、交通分野では、「交通手段の

ゼロエミッション化」、「自転車や徒歩での移動の促進」、

「自家用車の利用の抑制」、「交通手段のスムーズな接

続」、「公共交通機関の利用の促進」、エネルギー分野で

は、「再生可能エネルギーによるエネルギーの生産」が

挙げられる。

第3に、CO2排出量の削減効果を分析した結果、CO2

排出量の削減効果は、1）ガソリン車からエコカーに変更

すると73％、2）一戸建て住宅をエコ住宅に変更すると

70％、3）郊外型市街地から集約型市街地に移り住むと

51％、4）集合住宅をエコ住宅に変更すると45％、5）一

戸建て住宅から集合住宅に変更すると22％、となる。

第4に、千葉市の場合、郊外型市街地の方が集約型市

街地よりCO2排出量の削減効果がわずかに高いことであ

る。ただし、自家用車の走行距離が美浜区の1.5倍と仮定

した場合には、集約型市街地でエコカーに乗りエコ住宅

に住む方が郊外型市街地でエコカーに乗りエコ住宅に住

むよりもカーボンニュートラルに寄与するといえる。また、

郊外型市街地では道路・公園等のインフラ整備が必要に

なってくるため、その整備に伴うCO2排出量も考慮に入れ

る必要があるだろう。
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